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終了時評価調査結果要約表 
 

１ 案件の概要 

国名：チリ共和国 案件名：地域産業振興のための地方行政能力強化

プロジェクト 

分野：民間セクター開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発部 産業・貿易課 協力金額（評価時点）：9,700 万円 

（内訳：3,670 万 6,000 円（2008 年）、3,453 万 3,000

円（2009 年）、2,675 万 9,000 円（2010 年）  

 

 

協力期間 

2008 年 1 月～2010 年 12 月 先方関係機関：チリ内務省地域開発次官官房

（SUBDERE） 

(延長) 日本側協力機関：・立命館アジア太平洋大学 

・財団法人北九州国際技術協力協会 

(F/U)  他の関連協力：N/A 

(E/N)（無償）   

１－１ 協力の背景と概要 

チリ共和国（以下、「チリ」と記す）では国内総生産の約 50％が首都圏州に集中し、首都圏州

以外の 15 州のうち 10 州において首都圏州を上回る高い貧困率を記録しており、同国政府は地域

産業振興によりこれら地域間格差の是正を主要課題としている。一方で、地方行政は主に内務省

が担っており、州知事は大統領任命により選出される等、中央集権的な地方行政が行われている

ため、地方においては地域ニーズに基づいたきめ細かな地場産業育成を図る地方行政機能が弱い

状況となっている。 

かかる状況のなか、チリ政府は地方行政の機能強化に係る協力をわが国に要請し、2008 年 1

月よりチリ内務省地域開発次官官房（Subsecretaría de Desarrollo Regional y Administrativo：

SUBDERE）をカウンターパート機関（Counterpart：C/P）として本プロジェクト「地域産業振興

のための地方行政機能強化」が開始された。 

 

１－２ 協力内容 

本邦研修及び長期専門家 1 名の投入により、現地研修及び本邦研修で C/P の能力強化を行い、

チリの既存機能や組織においてC/Pが主体的に日本の地場産業振興の経験や知識をチリの現状に

即した形で取り入れ、地域産業を振興するための支援を行った。 

 

(1) 上位目標 

経済的に恵まれていない地域において中小零細企業の事業活動及びイノベーション支援

が推進される。 

 

(2) プロジェクト目標 

パイロット地域（アラウコ県、サン・アントニオ県、チロエ県、アラウカニア州）におい

て、地域、州、自治体における地域経済振興のための枠組みが強化される。 



(3) 成果 

① パイロット地域において、SUBDERE、州、地方自治体、民間部門の人材能力が向上す

る。 

② パイロット地域において現地研修及び本邦研修からの学びを生かして、パイロット活動

が実施される。 

③ 地域経済開発を目的とした運営体制を強化するための事例・手法がシステム化される。

 

(4) 投入（評価時点） 

日本側：総投入額 9,700 万円 

・ 長期専門家 1 名（地域産業振興／業務調整） 

・ 本邦研修受入 計 38 名（SUBDERE 職員、地方政府職員、民間セクター・スタッフ等）

 

チリ側： 

・ カウンターパート（以下、C/P）配置 11 名 

・ ローカルコスト負担（通信費、研修開催費、研修開催地への旅費等）917 万 6,750 チ

リペソ  

 

プロジェクトオフィスの提供 

・ SUBDERE 内のオフィス（オフィスブース：専門家用の執務スペース） 

 

２ 評価調査団の概要 

調査者 ＜日本側＞ 

団長/総括   小林 としみ 国際協力機構チリ支所次長 

評価分析    稲澤 健一 評価コンサルタント 

評価企画    筱  窓香 国際協力機構 産業開発部 

民間セクターグループ 産業・貿易課 

調査期間  2010 年 11 月 1 日～12 日 評価種類：終了時評価 

３ 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) プロジェクト目標の達成度 

プロジェクトの目標は人材育成を主眼とした地方行政機能の強化であるが、指標とされる

研修プログラム、パイロット地域における成功事例、SUBDERE 内部及びパイロット地域に

おける職務マニュアルが存在していることからプロジェクト目標は達成しているといえる。

成果 1～3 の達成状況については以下のとおり。 

 

(2) 成果の達成度 

1) 成果 1：「パイロット地域において、SUBDERE、州、地方自治体、民間部門の人材能力

が向上する」 

本プロジェクトでは 2008 年～10 年まで数回にわたり本邦研修が実施され、チリの行政



職員及び民間セクターから合計 48 名がカイゼンや 5S 運動、一村一品運動（One Village One 

Product：OVOP）などの知識・知見を習得した。また各地で帰国研修員を中心に習得した

知識・知見を基に実際の地域活動に展開させるためのナレッジ・コミュニティが形成され

ている。本プロジェクトのパイロット地域における現地研修には累計 400 名以上が参加し

ており、日本の知識・経験を体系化した業務マニュアルがプロジェクト関係組織向けに作

成された。これら研修等をとおして、チリ側の人材能力が向上していると考えられる。 

 

2) 成果 2：「パイロット地域において現地研修及び本邦研修からの学びを生かして、パイロ

ット活動が実施される」 

C/P 機関である SUBDERE とその地方出先機関である県産業開発事務所（Oficinas 

Provinciales de Desarrollo Productivo：OPDP）は、長期専門家の支援のもと帰国研修員を中

心とするパイロット地域の活動を積極的に支援し推進した。 パイロット地域で実施され

た活動としては、「チロエ県アンクー市産業開発部の組織再編に係る業務効率向上」、「チ

ロエ県ケムチ市の 5S 運動」、「サン・アントニオ県エル・タボ市産業開発室における組織

改編に係る業務効率向上」、「サン・アントニオ県エル・キスコ市の OVOP 推進の連携及び

調整の構築・強化」、「アラウカニア州ラウターロ市の農産品生産連鎖強化における公的・

民間機関相互による協力」等が事例として挙げられ、成果 2 は達成しているといえる。 

 

3) 成果 3：「地域経済開発を目的とした運営体制を強化するための事例・手法がシステム

化される」 

パイロット活動の経験をもとに、各地の生産者グループの活動を支援するための行政間

の協力体制・連携が促進され、強化された。SUBDERE 及び OPDP において強化された行

政枠組みとしては、「プロジェクト活動の知見を取り入れた SUBDERE 地域開発グッド・

プラクティス体系化システム」、「本プロジェクト活動を通じたサン･アントニオ県 OPDP

の機能強化」、「日本の知見を取り入れた SUBDERE の州イノベーション推進施策」、「プロ

ジェクト活動の知見を取り入れた SUBDERE の州行政カイゼン支援施策」、「プロジェクト

活動の知見を取り入れた地方政府研修枠組みの構築」等がある。 

また、SUBDERE のプロジェクトチームは 2010 年 10 月に本プロジェクトで得られた知

識や経験を基にしたレポート形式のマニュアル・事例集として「地域経済開発行政枠組み

強化の事例と手法」を長期専門家の支援のもと作成した。当レポートには上述の行政枠組

みの事例が体系的に整理されており、各県 OPDP や本邦研修参加者、市町村政府に配布さ

れる予定である。加えて、現在 SUBDERE が計画している行政機関向けの研修においても

使用される見込みである。 

 

(3) 実施プロセス 

本プロジェクト C/P 機関である SUBDERE は、国内の地域開発行政を担っており、地方政

府向けの予算確保や技術支援の提供、地方分権化の推進及び右政府組織の監督を組織の業務

としている。また、SUBDERE 管理下の各県 OPDP は本邦研修参加者の活動のフォローアッ

プやモニタリングを担当しており、パイロット活動の実施を担うにあたり核となる組織であ

る。SUBDERE は各パイロット地域に担当者を配置し、県 OPDP と連携してプロジェクト活



動に積極的に取り組んでおり、プロジェクト活動の実施プロセスは適切であった。 

プロジェクト実施中に、SUBDERE の次官が 4 度交代し、部局長クラス・専門職スタッフ

も幾度か異動となったが、上記プロジェクトチームが現場の運営・管理をしっかりと担った

結果、人事交代の影響を大きく受けることはなかった。  

長期専門家と SUBDERE 間のコミュニケーションは非常に密接であり、活動が効率的に行

われた。一例として、専門家は毎週プロジェクト関係者 100 名以上にプロジェクト活動や本

邦研修の内容に関連する内容、日本の行政制度紹介等の地域産業振興に関連するレポートを

週報としてメールで送付している。この週報は、特にプロジェクト開始当初におけるチリ側

の本プロジェクト活動への関心を高めることや専門家やプロジェクト活動の内容について

の関係者の理解を促進し共通認識をもつこと、また本邦研修とチリにて開催される現地研修

の内容を結びつけることに大きく貢献した。 

なお、SUBDERE 本庁とパイロット地域（サン･アントニオ県、チロエ県、アラウコ県、

アラウカニア州）とのコミュニケーションにも問題は特段見受けられなかった。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

本プロジェクト開始時において、チリ政府は地域格差の是正を主要開発課題と定め、各地

域の経済・社会の現状に即した地方分権型の地場産業の育成を通じた経済・生産活動の活性

化をめざしており、開発が遅れており貧困率が高い 3 県（サン・アントニオ県、チロエ県、

アラウコ県）に SUBDERE 管理下の組織として県 OPDP を開設し、地方開発に対処した。こ

れらチリ政府の政策・施策は地域経済振興に係る行政枠組みの強化をめざす本プロジェクト

の内容に一致しているといえる。 

また、本プロジェクトは対チリ援助重点分野である「社会的格差の是正」、「貿易投資環境

整備」と高い整合性を有しており、わが国の援助政策とも整合性を有しているといえる。 

 

(2) 有効性 

本邦研修は本プロジェクトの主要投入であり、行政職員及び民間セクターのスタッフが日

本の知識や実践的な経験を習得する機会であった。本邦研修参加者は日本の実用的な知識・

経験を集積させて帰国後チリでナレッジ・コミュニティを形成し、所属組織やパイロット地

域のコミュニティで広く普及活動を進め、コミュニティ構成員間で知識や経験に係る情報を

共有している。またこのナレッジ・コミュニティの活動を通して、政府系職員と民間セクタ

ーのスタッフは地域経済振興に関する知見や経験を互いに共有し、連携して活動を行ってお

り、ナレッジ・コミュニティの活性化や強化が本プロジェクトの成果の発現要因となってい

ると考えられる。 

ただし、アラウコ県では 2010 年 2 月に発生した地震の影響や特別計画による多大な公共

投資の調整に追われていたこともあり、評価時点においてナレッジ・コミュニティは形成さ

れていなかった。現在、アラウコ県の OPDP は OVOP の取り組みを検討しているところであ

るが、プロジェクトの効果を引き出すために SUBDERE により帰国研修員の個別活動をコミ

ュニティに広めていく等の更なる対処が必要とされている。 

 



(3) 効率性 

日本の地場産業振興の手法・概念を本邦研修で学び、中央省庁・県・市・生産者グループ

が組織をまたいで各県で共通するアクションプランを協議しながら作成する経験により、組

織間の連携や協力体制を強化することができ、現地における活動を効率的に進めることがで

きた。SUBDERE プロジェクトチームは帰国研修員の意見も取り入れ、本邦研修のコースカ

リキュラムに積極的に提言を行った。また、長期専門家は本邦研修実施前に各研修員のニー

ズや現地における活動状況等を整理し日本側に報告するなど、研修実施機関との調整を十分

に行った。この結果、プロジェクトの現地状況やニーズ、研修参加者の要望・背景を考慮し

たカリキュラムが策定され、パイロット地域における地域開発や行政組織の業務改善のため

に本邦研修の投入は効率的に活用・実施されたといえる。 

 

(4) インパクト 

以下のとおり、正のインパクトが確認された。 

1) 正のインパクト 

・ 帰国研修員が農業生産連鎖の安定を図るために低所得地域における零細企業向けの

活動やイノベーション支援を行った結果、先住民農家による組合が形成され、農産物

の販売ルートの確保や補助金による簡易灌漑施設の設置がなされる等、零細企業や農

家にも波及効果が出ている。 

・ パイロット地域以外の県・州においても SUBDERE により新しい現地研修の計画が

行われており、本プロジェクトで得られた知見や経験が広くチリ国内に展開される予

定である。 

・ ナレッジ・コミュニティを通して帰国研修員の間で知見や経験の交換が行われて

おり、各パイロット地域が徐々に結びつきを強めている。現在サン・アントニオ県の

ナレッジ・コミュニティは 5S 運動やカイゼンの概念を活動に導入しているチロエ県

の観光開発の取り組みを研究するために視察旅行を計画しており、サン・アントニオ

県のナレッジ・コミュニティのメンバーがチロエ県のメンバーと協議を行い、互いの

アイディアや経験の共有を図っている。 

 

2) 負のインパクト 

・ 本プロジェクトでは負のインパクトは確認されなかった。 

 

(5) 自立発展性 

1) 行政枠組みの強化に係る自立発展性 

SUBDERE の行政枠組み強化に関する将来計画・実施プログラムの準備が現在行われて

いる。「カイゼンの導入による州政府の質向上プログラム」がチリ全土でまもなく実施さ

れる予定である。また、市町村政府の行政枠組み強化に関しては、「市町村の行政能力向

上プログラム」が、国内 345 市町村政府に対して実施される予定である。これら研修プロ

グラムにはカイゼンや 5S 運動の知見、パイロット活動の経験が取り入れられる予定とな

っており、今後も同国の行政枠組みの強化は継続されると考えられる。 

 



2) SUBDERE 及び OPDP の運営実施体制 

SUBDERE は本プロジェクトの成果を継続的に維持するために充分な予算を確保するこ

とが重要と認識しており、上述(1)の計画及びプログラムを実施するために、本プロジェク

トで得られた知見や経験が州政府に移転されるよう OPDP に対して必要な予算支出を検

討している。加えて、本プロジェクト終了後もその効果を持続させるために必要となる担

当職員を継続して配置することやプロジェクトチームの継続的な活動フォローアップが

重要と認識している。 

 

3) パイロット地域で得られた教訓及びマニュアルの他地域での活用 

パイロット地域で得られた教訓及びマニュアルは今後も活用される見込みである。アラ

ウカニア州の OPDP は同州政府と共同して、新しい研修コースを 2011 年に開講する予定

であり、この研修コースでは、プロジェクトチームや本邦研修参加者の知見や経験が基と

なっている業務マニュアルがコース教材や実例集として使用される予定である。今後もパ

イロット地域で得られた教訓及びマニュアルは他地域でも継続して活用されることが期

待できる。 

 

３－３ 結論 

本プロジェクトは開発政策やチリ側のニーズと整合性があることに加え、人材能力開発の実現

など当初期待された成果が発現しており、プロジェクト目標はプロジェクト期間内に達成するこ

とが見込まれる。また、パイロット地域において行政職員等が習得した知識・経験を基に、新た

な研修コースが既に計画段階にある。SUBDERE はこれら活動を後押しし、今後も本プロジェク

トの効果を広く普及することをめざしており自立発展性も高い。本プロジェクトは当初予定どお

り 2010 年 12 月に終了することとする。 

 

３－４ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

＜SUBDERE に対する提言＞ 

① SUBDERE は、可能な限り早く本プロジェクトに関連する活動をパイロット地域以外に

おいて展開することが望ましい。プロジェクトの効果が出ている間に他地域に広めること

により、相乗効果が生まれやすくなり、地方行政全体の活性化への貢献も大きいと考えら

れる。 

 

② SUBDERE とパイロット 4 地域の活動が、プロジェクト終了後も一貫した活動となるよ

うにするための方策（例：パイロット活動のモニタリングの実施等）を準備・対処するこ

とが望ましい。 

 

③ SUBDERE は、アラウコ県の帰国研修員の個別の活動を県全体の活動として体系的に結

びつけ、ナレッジ・コミュニティを設立することが望ましい。SUBDERE はプロジェクト

の効果が持続するためにもアラウコ県の活動の自立発展性を支援する必要がある。 

 

 



④ SUBDERE は、継続してパイロット地域における活動のモニタリングを行うための人員

を確保し、必要に応じて業務マニュアルを改訂することが望ましい。 

 

３－５ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘/形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

① OVOP や 5S 運動等の地域活動を推進していくためにはその地域のリーダーによる強い

リーダーシップが必要となる。その地域における行政側リーダーと民間側リーダー双方

を見つけ出し、両者を結びつけプロジェクト活動に巻き込むことにより、さまざまな公

的機関や地域住民のプロジェクト活動への参加が活性化され、プロジェクト活動の効果

が広く普及される。プロジェクト活動を実施する際には、各地域のリーダーの存在を確

認し、育成することが重要である。 

 

② 本邦研修員の選定はのちのちの地域の裨益効果を考えて慎重に行う必要がある。帰国後

の活動を見据えて、a) 本邦研修参加前に彼らの目的意識を明確にさせること、b) 帰国

後、本邦研修で身につけた知識・経験を生かすアクションプラン(案)を事前に準備する

こと（研修員個人のアクションプランではなく組織的なコミットメントを取ること）等

が研修員の帰国後の活動を明確にし、研修成果を高めるためには重要である。研修員の

選定と彼らの帰国後の活動内容の一貫性を強化することにより、本邦研修が効果的なプ

ロジェクトの投入要素となり、活動の持続性が強化される。 

 

③ いったん自国や職場を離れる本邦研修に参加することにより、研修員は自身の職場や自

国の地域資源やコミュニティを再認識することが可能となる。この外からの視点は地域

開発の際に重要であり、本邦研修のカリキュラムやコース内容にはできるだけ日本の事

例と比較して自国の地域を見つめるワークショップ等の導入を研修テーマとリンクさ

せて実施することが望ましい。 

 

④ 本プロジェクトの事例のように帰国研修員が日本で得た知識や経験をナレッジ・コミュ

ニティに集約させることは重要である。研修員が本邦研修で学んだ内容を自身の職場の

みで活用するのではなく、いったんナレッジ・コミュニティにそれらを集約し、コミュ

ニティがイニシアティブをとってその地域の実情に合わせて（柔軟に）適応させること

が望ましい。このようなコミュニティによる集団活動は、帰国研修員の個別活動に比較

しプロジェクトの自立発展性の強化につながると考えられる。 

 

⑤ ナレッジ・コミュニティのような集団活動を構成する際には、多様なアクターの活動参

加促進のためにさまざまなインセンティブを考慮し、用意することが重要である。また、

ナレッジ・コミュニティ参加者にモチベーション向上を促すようなスローガンも効果的

である。 

 

⑥ 本邦研修の内容と現地活動の整合性を高めるためには、研修員選定プロセスへの専門家

の積極的な関与、本邦研修への専門家の一部参加（アクションプラン作成・実施の際に



日本とチリのギャップを緩和させるための適切なアドバイスやファシリテーション、コ

ースリーダーとの情報共有のため）、本邦研修に関連した内容等について週報等により

プロジェクト関係者に広く伝える手法等が効果的である。 

 

⑦ チリのように行政制度や組織内の指揮命令体系が既に確立されている国における技術

協力では、日本人専門家のイニシアティブによる技術指導や新たな制度づくりではな

く、相手側の主体性やオーナシップを尊重しながら、パイロットプロジェクト等を試行

錯誤のなか協力して実施する過程や、その結果から得られる学び・知見を活用して既存

の制度を強化していく方法が望ましい。その結果、プロジェクト終了後の自立発展性も

必然的に高くなると考えられる。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ プロジェクトの概要 

チリ共和国（以下、「チリ」と記す）では国内総生産の約 50％が首都圏州に集中し、首都圏州

以外の 15 州のうち 10 州において首都圏州を上回る貧困率を記録しており、チリ政府は地域産業

の振興によるこれら地域間格差の是正を課題としている。一方で、地方行政は主に内務省が担っ

ており、州知事は大統領任命により選出される等、中央集権的な地方行政が行われているため、

地方においては地域ニーズに基づいたきめ細かな地場産業育成を図る地方行政機能が弱い状況と

なっている。 

かかる状況のなか、チリ政府は地場産業振興に必要とされる地方行政機能の強化に係る協力を

わが国に要請した。これを受けて 2007 年 9 月に国際協力機構（Japan International Cooperation 

agency：JICA）は事前調査団を派遣し、チリ政府の意向及びプロジェクト内容や実施体制につき

確認を行い、2008 年 1 月にチリ内務省地域開発次官官房（Subsecretaría de Desarrollo Regional y 

Administrativo：SUBDERE）をカウンターパート機関（Counterpart：C/P）として本プロジェクト

「地域産業振興のための地方行政機能強化」を開始した。本プロジェクトは現地研修及び本邦研

修で C/P の能力強化を行い、チリの既存機能や組織において C/P が主体的に日本の地場産業振興

の経験や知識をチリの現状に即した形で取り入れ、地域産業を振興するための行政能力を強化す

ることを意図しており、本邦研修の投入を中心に、長期専門家 1 名によりチリにおける研修成果

適用・実現・発展をめざしている。 

今回、2010 年 12 月に同プロジェクトが終了を迎えるにあたり、プロジェクトの実績を確認し、

今後の課題や教訓を明確にすることを目的として、2010 年 11 月 1 日～12 日に終了時評価を実施

した。 

   

１－２ 終了時評価調査団の構成 

 本終了時評価調査は、日本側とチリ側の双方のメンバーによる合同評価として実施された。本

終了時評価調査団のメンバーは、表－１に示すとおりである。 

 

表－１ 合同評価調査団メンバー 

担当業務 氏 名 所 属 

＜日本側＞ 

団長/総括  小林 としみ 国際協力機構チリ支所次長 

評価企画 筱  窓香 
国際協力機構 産業開発部 民間セクターグループ  

産業・貿易課 

評価分析 稲澤 健一 評価コンサルタント 

＜チリ側＞ 

Leader Samuel Garrido Division of Policy and Studies, SUBDERE 

Member Yasna Pardo Carabante
Department of Regional Strengthening and Management, 

Division of Regional Development, SUBDERE 

Member Karina Vargas Department of Evaluation, SUBDERE  

Member Ivan Mertens Department of Bilateral and Multilateral Cooperation, AGCI 
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１－３ 終了時評価調査の日程 

終了時評価調査団がチリで実施した主な現地調査の内容は、以下表－２のとおりである。 

 

表－２ 終了時評価調査の日程 

No. Date Program Stay 

1 30 October 

 

Sat 【評価分析団員】 

15:55Narita 15:20Atranta (DL280) 

21:25Atranta (In-flight) 

In-flight 

2 31 October Sun 【評価分析団員】 

07:50Santiago (DL147) 

Santiago 

3 1 November Mon 【評価分析団員】 

Meeting with JICA Expert 

Santiago 

4 2 November Tue 【評価分析団員】 

Meeting with JICA Office 

Meeting with SUBDERE 

Santiago 

5 3 November 

 

Wed 【評価分析団員】 

08:20Santiago 10:00Puerto Montt (LA075) 

Meeting with Project Member in Ancud 

Ancud 

6 4 November Thu 【評価分析団員】 

Meeting with Project Member in Quemchi and Puñihuil

Ancud Temuco (Bus) 

Temuco 

7 5 November Fri 【評価分析団員】 

Meeting with Project Member in Araucanía 

Temuco 

8 6 November Sat 【評価分析団員】 

13:35 Temuco  

15:10 Santiago (LA236) 

Individual work 

Santiago 

9 7 November Sun 【評価分析団員】 

Individual work 

 Santiago 

10 8 November Mon 【全団員】 

Meeting with Project 

Member in San Antonio 

Meeting with JICA office 

 Santiago 

11 9 November Tue 【全団員】 

Meeting with SUBDERE 

Meeting with Project Member in El Totoral, 

El Tabo 

Santiago 

12 10 November Wed 【全団員】 

Discussion with SUBDERE 

Santiago 

13 11 November Thu 【全団員】 

Discussion with SUBDERE 

Santiago 
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14 12 November Fri 【全団員】 

Discussion with SUBDERE, Signing of M/D 

22:15Santiago  

In-flight 

15 13 November Sat 06:00Atranta (DL146) 11:00Atranta  In-flight 

16 14 November Sun 15:55Narita (DL281)  
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第２章 終了時評価調査の目的と手法 
 

２－１ 終了時評価の目的 

 2008 年 1 月に開始された本プロジェクトは、2010 年 12 月に終了予定である。2010 年 11 月、

プロジェクト終了 1 カ月前において、以下の目的で終了時評価が実施された。 

 

① PDM1及び PO に基づいて、成果及びプロジェクト目標の達成度を検証する。 

② プロジェクトの実施プロセスについて確認する。 

③ プロジェクトを評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点

から評価を行う。 

④ プロジェクト終了時までの間に取り組まれなければならない課題を明らかにする。 

⑤ 実施中もしくは将来実施される研修関連プロジェクトにとって役立ちそうな教訓を抽出

する。 

 

２－２ 終了時評価の手法 

 終了時評価は以下の手順で行われた。 

 

① プロジェクトの実績確認のため、プロジェクトの情報・データ収集及びプロジェクト関連

資料のレビューを行い、プロジェクト活動の内容・状況について検証した。 

② PDM（version3.0）及び評価 5 項目に沿って評価グリッドを作成した。 

③ 評価グリッドに基づいて、プロジェクト関連資料から必要な情報を抽出した。 

④ 評価グリッドに基づき質問票を作成し、プロジェクト関係者にインタビューを実施した。 

⑤ 資料レビュー及びインタビューの結果に基づき、終了時評価の調査結果及びプロジェクト

への提言を取りまとめた。 

⑥ 現在実施中及び今後実施される予定である本邦研修を中心としたプロジェクト等、関連案

件の参考となりえる教訓を導出した。 

 

 

 

  

                                                        
1 終了時評価前までに PDM は 2 回改訂されている。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

３－１ 投入 

３－１－１ 日本側投入 

(1) JICA 専門家 

長期専門家（地域産業振興/業務調整）1 名 

派遣期間：2008 年 8 月 16 日～2010 年 12 月 15 日（28 カ月） 

 

(2) 本邦研修及びプロジェクト費用 

以下表－３のとおり本邦研修が実施され、プロジェクト期間をとおしてチリ側からは 38

名が研修に参加した。また、本プロジェクトに関連する内容の課題別研修割当枠を活用し、

C/P10 名が表－４に記載の課題別研修に参加した。研修参加者は C/P 機関である SUBDERE

及び本プロジェクトのパイロット地域（サン･アントニオ県、アラウコ県、チロエ県、ア

ラウカニア州）における地場産業振興を担当する県・市の職員及び生産者グループより選

定された。 

 

表－３ C/P 研修及び参加者数 

研修コース名 期間 参加者数

APU22010 （地域産業振興のための地方行政機

能強化 ） 

2010 年 7 月 15 日～30 日   8 名

APU 2009 （地域産業振興のための地方行政機

能強化） 

2009 年 7 月 13 日～8 月 7 日  8 名

KITA3 2009 (3 月期) (南米地域中小企業 地場

産業活性)  

2009 年 3 月 2 日～28 日   4 名

KITA 2009 (8 月期) (南米地域中小企業 地場産

業活性) 

2009 年 8 月 3 日～29 日  3 名

APU 2008 （地域産業振興のための地方行政機

能強化） 

2008 年 7 月 13 日～8 月 8 日  12 名

KITA 2008 （南米地域中小企業 地場産業活性） 2008 年 3 月 2 日～29 日    3 名

合計  38 名

 

表－４ 地域別研修及び参加者数 

研修コース名 期間 参加者数

KITA 2010 （3 月期）（南米地域中小企業 地場

産業活性） 

2010 年 3 月 1 日～31 日 

 

  2 名

KITA 2010 （8 月期）（南米地域中小企業 地場

産業活性） 

2010 年 8 月 10 日～28 日 

 

  1 名

Hyogo 2010 （地域社会をベースにした中小企 2010 年 3 月 30 日～4 月 24 日   2 名

                                                        
2 立命館アジア太平洋大学 
3 財団法人北九州国際技術協力協会 
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業振興） 

Obihiro 2010 （中南米地域中小企業振興） 2010 年 1 月 17 日～2 月 13 日   3 名

Chubu 2010 （中南米地域現地リソース活用に

よる地域経済振興） 

2010 年 2 月 15 日～3 月 20 日

 

  1 名

Innovation 2008 (ラテンアメリカ地域向け新規

ベンチャー振興及び支援) 

2008 年 10 月 13 日～12 月 13

日 

  1 名

合計  10 名

 

３－１－２ チリ側投入 

(1) カウンターパート（C/P） 

チリ側（SUBDERE）は本プロジェクトに対して 11 名の C/P を配置した。以下表－５の

とおり C/P は SUBDERE 本庁内の各部署職員から集められた。 

 

表－５ C/P 一覧 

1 プロジェクトディレクター（地域開発課課長） 

2 プロジェクトマネージャー（地域強化管理部部長） 

3 プロジェクト制度コーディネーター（制度強化ユニットコーディネーター） 

4 ジェネラルプロジェクトコーディネーター（地域強化管理部アドバイザー） 

5 
ジェネラルプロジェクトコーディネーター（アラウカニア州担当）（地域強化管理

部アドバイザー） 

6 
ジェネラルプロジェクトコーディネーター（アラウコ県担当）（地域強化管理部ア

ドバイザー） 

7 
ジェネラル・プロジェクトコーディネーター（サン･アントニオ県担当）（地域強

化管理部アドバイザー） 

8 
イノベーション部門・プロジェクトコーディネーター（地域開発部 EU 支援イノベ

ーションアドバイザー） 

9 
市政府能力向上プロジェクトアドバイザー（市政府課・能力向上プログラムコー

ディネーター）  

10 プロジェクト体系化コーディネーター（評価調査部政策調査課アドバイザー） 

11 プロジェクト体系化コーディネーター（評価調査部政策調査課アドバイザー） 

出所：質問票回答 

 

上記 11 名の C/P と長期専門家はプロジェクトチームを結成し、SUBDERE の出先機関で

ある県産業開発事務所（Oficinas Provinciales de Desarrollo Productivo：OPDP）のプロジェ

クト活動を推進した4。また、SUBDERE 地域開発課からプロジェクトマネージャー1 名と

スタッフ 2 名が運営ユニットとしてプロジェクト活動に従事した。 

 

(2) 日本人専門家のオフィス・スペース 

SUBDERE 本庁内に日本人専門家の執務用オフィスが用意された。 

                                                        
4 SUBDERE はサン・アントニオ県、アラウコ県、チロエ県に OPDP を有している。 
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(3) SUBDERE によるプロジェクト費用支出 

本プロジェクト実施中に、SUBDERE 側からは通信費、ワークショップ開催費及び本庁

職員の旅費、印刷費等の支出があった。以下表－６は過去 3 年分の支出実績である。 

 

表－６ SUBDERE によるプロジェクト費用支出（2008 年～2010 年） 

 （単位：チリ・ペソ） 

2008 年 

サン･アントニオ県への旅費 6  

- 交通運賃  5,000×6 30,000

- その他旅費  13,000×6 78,000

アラウコ県への旅費 2  

- 交通運賃  160,000×2 320,000

- その他旅費  50,000×2 100,000

チロエ県への旅費  2  

- 交通運賃  240,000×2 480,000

- その他旅費  50,000×2 100,000

ワークショップ（現地研修）開催費 - - 

印刷費 50 15×50 750

2008 年合計   1,108,750

2009 年 

サン･アントニオ県への旅費 9  

- 交通運賃  6,000×9 54,000

- その他旅費  14,000×9 126,000

アラウコ県への旅費 4  

- 交通運賃  212,000×4 848,000

- その他旅費  60,000×4 240,000

アラウカニア州への旅費 3  

- 交通運賃  252,000×3 756,000

- その他旅費  60,000×3 180,000

チロエ県への旅費  3  

- 交通運賃  282,000×3 846,000

- その他旅費  60,000×3 180,000

ワークショップ（現地研修）開催費 7 106,000×7 742,000

印刷費 2,000 18×2,000 36,000

通信費  N/A 

2009 年合計   4,008,000
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2010 年 

サン･アントニオ県への旅費 18  

- 交通運賃  6,000×18 108,000

- その他旅費  15,000×18 270,000

アラウコ県への旅費 4  

- 交通運賃  212,000×4 848,000

- その他旅費  60,000×4 240,000

アラウカニア州への旅費 2  

- 交通運賃  252,000×2 504,000

- その他旅費  60,000×2 120,000

チロエ県への旅費    

- 交通運賃 4 282,000×4 1,128,000

- その他旅費  60,000×3 180,000

ワークショップ（現地研修）開催費 5 106,000×5 530,000

印刷費 6,000 22×6,000 132,000

通信費  N/A 

2010 年合計   4,060,000

出所：質問票回答 

 

３－２ 成果 

３－２－１ 成果 1 

 

成果 1 指 標 

パイロット地域において、SUBDERE、地方

自治体、民間部門の人材の能力が向上する 

1-1 
現地研修及び本邦研修の実施計画が

存在する 

1-2 人材育成のための教材が存在する 

1-3 
現地研修が 12 回実施される（4 対象

地域×3 回） 

1-4 
地域経済開発について計 100 名の職

員の能力が強化される 

1-5 

習得事項の普及と活用を考慮に入れ

た帰国研修員のアクションプランが

存在する 

 

(1) 指標１－１：現地研修や本邦研修の実施計画が存在する。 

SUBDERE 及び OPDP は、SUBDERE、OPDP、民間セクターのスタッフの能力強化を目

的として、数ステップに分けて計 3 回現地研修を実施する計画を立てた。 

また、2008 年～10 年の間に数回にわたり本邦研修が実施された。最初の本邦研修は、

本プロジェクト開始後約 2 カ月目の 2008 年 3 月に実施され、SUBDERE による本邦研修員
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の選定基準は以下の 2 つであった： 

① 研修員及び研修参加組織間のネットワークが強化され、地域コミュニティへのイン

パクトが期待できること。 

② 現地研修や現地におけるプロジェクト活動に積極的に活動していること。 

＊実際の研修及び参加者数については表－３を参照 

    

(2) 指標１－２：人材育成のための教材が存在する。 

本プロジェクトでは、プロジェクトチームにより表－７のとおり業務マニュアルが作成

された。マニュアルの主な活用目的は、行政職員が職場において業務の質を向上させるこ

とであるが、民間セクターのスタッフにも活用されている。職員の職務環境や意識を変革

するための 5S やカイゼンもマニュアルに取り入れられている。 

 

表－７  本プロジェクトで作成されたマニュアル 

・「地域経済開発」 

・「地域経済開発行政枠組み強化の事例と手法」 

            

(3) 指標１－３：現地研修が 12 回実施される（4 対象地域×3 回）。 

以下表－８のとおりパイロット県（サン・アントニオ県、アラウコ県、チロエ県）及び

州（アラウカニア州）において合計 12 回（パイロット 4 地域において各 3 回）の現地研

修が実施された。現地研修は地方行政を担当する職員及びパイロット地域における民間セ

クター関係者の能力向上を目的として実施された。 

 

表－８ パイロット地域で実施された現地研修 

パイロット地域 第 1 回 第 2 回 第 3 回 

サン・アントニオ県 2009 年 4 月 1～3 日、

6 日 

2009 年 11 月 17 日 2010 年 8 月 20 日 

アラウコ県 2009 年 4 月 28 日 2009 年 11 月 19 日 2010 年 9 月 28 日 

チロエ県 2009 年 4 月 22～24

日 

2009 年 11 月 3～4 日 2010 年 8 月 11 日 

アラウカニア州 2009 年 4 月 16～17

日 

2010 年 8 月 5 日 2010 年 10 月 18 日 

出所：SUBDERE 資料 

 

(4) 指標 1－4：地域経済開発について計 100 名の職員の能力が強化される。 

終了時評価時点までに行政職員・民間セクターのスタッフ約 400 名が現地研修に参加し

ている。現地研修においては、長期専門家が講義を実施するだけではなく、本邦研修に参

加した研修員も積極的に講師として貢献し、日本で得た知見や経験を地元コミュニティや

SUBDERE 内に広めた。 
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(5) 指標１－５：習得事項の普及と活用を考慮に入れた帰国研修員のアクションプランが存

在する。 

本邦研修参加者は毎回、研修を通じて得た知見や経験を基にアクションプランを作成・

発表した。アクションプランは地域コミュニティの経済振興、SUBDERE や OPDP 等行政

職員の能力向上に焦点を当てたものであり、アクションプラン及び帰国研修員のフォロー

アップ・モニタリングについては、プロジェクトチームが各地の OPDP を通して情報収集

を行っており、モニタリング結果が次年度以降の研修計画に反映されることもある。帰国

研修員数名のインタビュー結果より、本邦研修帰国後、日本の地場産業振興に関する知見

や経験がアクションプランの策定・実施を通じて職場等に導入されていることが確認され

た。 

 

３－２－２ 成果 2 

 

成果 2 指 標 

パイロット地域において、現地研修及び本

邦研修の学びを生かして、パイロット活動

が実施される 

2-1 パイロット活動リストが存在する 

2-2 パイロット活動が実施される 

2-3 
パイロット活動の経験情報を収集し

たレポートが作成される 

 

(1) 指標２－１：パイロット活動リストが存在する。 

以下のリストはパイロット地域において計画された活動であり、本邦研修の参加や現地

研修の実施をとおして、地域開発に関するさまざまな活動が計画されている。OPDP 及び

長期専門家は本邦研修参加者の職種・勤務状況を判断して、パイロット活動の選択・調整

を行った。計画されたパイロット活動例は下記のとおり。 

 

計画されたパイロット活動例： 

① 市産業開発部の組織再編の業務改善（チロエ県アンクー市） 

② 市 5S 運動（チロエ県 5S ケムチ市）  

③ 市産業開発室の業務改善（サン・アントニオ県エル・タボ市） 

④ パイロット一村一品事業（One Village One Product：OVOP）における行政機関関連

携網の構築及び運営（サン･アントニオ県エル・キスコ市） 

⑤ 農産品生産チェーン強化事業における官民協同（アラウカニア州ラウターロ市） 

 

(2) 指標２－２：パイロット活動が実施される。 

上記①～⑤のパイロット活動は計画どおり実施された。詳細な情報・結果については 12

ページ指標 2「パイロット地域における地域経済開発及びイノベーションに関する成功事

例が存在する」参照。 

 

(3) 指標２－３：パイロット活動の経験を収集したレポートが作成される。 

本プロジェクトのパイロット活動に関する情報は、2010 年 10 月にプロジェクトチーム
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の主導により「地域経済開発行政枠組み強化の事例と手法」という事例集に取りまとめら

れた。この事例集は、「地域経済開発行政枠組み強化に関わる当技術協力プロジェクトの

主な達成事項」（第 1 章）、「当技術協力プロジェクトを通じた内務省地方行政開発庁

（SUBDERE）本庁施策における行政改善取り組み事例」（第 2 章）、「当技術協力プロジェ

クトを通じた州及び県レベル行政改善における取り組み事例」（第 3 章）、「当技術協力プ

ロジェクトを通じた市行政改善及びコミュニティ強化の事例」（第 4 章）、「当技術協力プ

ロジェクトで現地適正化された行政枠組み強化のための各種手法」（第 5 章）の 5 つの章

により構成されている。 

 

３－２－３ 成果 3 

 

成果 3 指 標 

地域経済開発を目的とした運営体制を強化

するための事例・手法がシステム化される 

3-1 
マニュアルを含む教訓・方法の体系

化文書が整備され、出版される 

3-2 
具体的な地域経済開発行政強化の 5

事例が創出される 

 

(1) 指標３－１：マニュアルを含む教訓・方法の体系化文書が整備され、出版される。 

既出のとおり、プロジェクトチームは 2010 年 10 月に「地域経済開発行政枠組み強化の

事例と手法」を作成した。当報告書には、日本の知見や経験がどのようにパイロット地域

で活用されたかについて記載されている。報告書は各 OPDP や本邦研修参加者、市政府に

配布される予定である。また、将来企画・実施される研修にも活用される予定である。 

また SUBDERE の評価・研究部も、他の類似案件や制度に活用できる報告書を独自に作

成している。当報告書には本プロジェクトの経験が体系化されて取りまとめられている。 

  

(2) 指標 3－2： 具体的な地域経済開発行政強化の 5 事例が構築される。 

本プロジェクトでは、パイロット活動により得られた経験の適用により行政枠組みが整

備・強化された。以下表－9 は、SUBDERE と OPDP の強化された枠組みである。 

 

表－９ 本プロジェクトにより強化された行政枠組み 

1 
当技術協力プロジェクト業務との一体化を通じた、サン・アントニオ県 OPDP の

機能強化 

2 日本の知見を取り入れた SUBDERE の州イノベーション推進施策 

3 プロジェクト知見を取り入れた SUBDERE の州行政カイゼン支援施策 

4 プロジェクト知見を取り入れた地方政府研修枠組み 

5 
プロジェクト知見を取り入れた SUBDERE 地域開発グッド・プラクティス体系化

システム 

出所：プロジェクトチーム作成のマニュアル経験集「地域経済開発行政枠組み強化の事例と手法」 
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３－３ プロジェクト目標 

 

プロジェクト目標 指 標 

パイロット地域(アラウコ県、サン・アント

ニオ県、チロエ県、アラウカニア州）にお

いて地域、州、自治体における地域経済振

興のための枠組みが強化される 

1 
地域経済開発のための研修プログ

ラムが存在する 

2 

パイロット地域における地域経済

開発及びイノベーションに関する

成功事例が存在する 

3 

SUBDERE 内部及びパイロット地

域の公的機関における職務マニュ

アルが存在する 

 

(1) 指標１：地域経済開発のための研修プログラムが存在する。 

 本プロジェクトに関連した地域経済開発プログラムは今後さらに計画される予定であり、

5S 運動や OVOP が国内の他州・他県に広まる見込みであることが SUBDERE より確認され

た。アラウカニア州・中小企業支援機構（Servicio de Cooperación Técnica：SERCOTEC）は共

同で、本プロジェクトにより蓄積された知見を基に州政府職員向けに地域経済振興に係る知

識を強化する研修プログラムを計画している。研修はアラウカニア州職員 60 名を対象に 12

カ月間実施される予定であり、2011 年 1 月より開始される計画となっている。また、SUBDERE

は、「カイゼンの導入による州政府支援プログラム」、「市政府の能力向上プログラム」、「州イ

ノベーション支援プログラム」を 2011 年より開始する計画を立てている。これら研修プログ

ラムは、本プロジェクトで得られた知見・経験をグッド・プラクティスとして示す良い機会

となり、政府系職員や民間セクター関係者に対する研修機会を増やすことにより地域経済振

興に貢献するものと考えられる。 

 

(2) 指標２：パイロット地域における地域経済開発及びイノベーションに関する成功事例が存

在する。 

パイロット県・州にはカイゼンの手法を基に 5S 運動に取り組んだ結果、生産性が高まり、

物やサービスの質的向上に貢献するなどの成功活動例が複数ある。また、SUBDERE は本プ

ロジェクト終了後もこれらパイロット活動をモニタリングすることとしている。 

チロエ県のケムチ市では、5S 運動が地元ホテル、レストラン、手工業者、専門学校等に導

入された。現在、5S 運動の取り組みはいったん終了し、参加した店舗・レストラン経営者等

は観光客に対し、民宿サービス、地元料理、ボート貸出、カキの体験養殖等の体験型観光サ

ービスの提供など独自性のある製品やメニューを開発し新規顧客獲得をめざしている。ケム

チ市役所職員と市内の経営者は現地研修に参加し、5S 運動の効果に焦点を絞り地域経済振興

についての議論を深めており、今後も市役所と民間セクターとの連携活動が期待される。 

サン・アントニオ県エル・タボ市では、総合的品質管理（Total Quality Management：TQM）

の取り組みをとおして OPDP が市産業開発室を支援している。カイゼンの考え方は同市で広

まり、市産業開発室により地元企業、特に中小零細企業が補助金を申請する前段階で技術的

助言を行う取り組みが始まった。この結果、中小零細企業は補助金申請に係る手続きやそれ
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に係る知識を市産業開発室の支援により得ることができるようになった。SERCOTEC でも、

表－10 に示すように、2009 年以降に企業からの補助金申請受け付けを開始しており、公的機

関の技術的助言や手続き支援により民間企業は新規事業の計画立案能力を向上する機会をも

つことができるようになった。 

 

(3) 指標３：SUBDERE 内部及びパイロット地域の公的機関における職務マニュアルが存在す

る。 

本プロジェクト実施中に、プロジェクトチームにより業務マニュアル（「地域経済開発」、

「地域経済開発行政枠組み強化の事例と手法」）が政府系職員及び民間セクターのスタッフ向

けに作成された。マニュアルには 5S 運動やカイゼンの概念が紹介されており、多くの研修

参加者が経済振興のための事例教材として使用していることがパイロット地域において確認

された。また、SUBDERE は、これらマニュアルを各部署に配布し、日々の業務レベルを向

上させるものとして活用している。 

 

３－４ 上位目標 

 

上位目標 指 標 

経済的に恵まれていない地域において中小

零細企業の事業活動及びイノベーション支

援が推進される 

 

1 

地域、州、自治体においてイノベー

ション支援のための手法が確立し、

増加する 

2 
地域、州、自治体の中小零細企業へ

の企業サポートが増加する 

3 
地域、州、自治体組織により管理さ

れる公的・民間投資が増加する 

 

(1) 指標１：地域、州、自治体においてイノベーション支援のための手法が確立し、増加する。 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）により定義されたプロジェクト目標を遂

行する活動により、地域経済振興を目的とした経済活動やイノベーション支援が提供され、

行政枠組みが構築されている。以下の図は本プロジェクトで構築された実例である。 

 

実例 1 アラウカニア州のケース 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

州政府 SERCOTEC 等 

 協力 

アラウカニア州の市政府及び民間企業への裨益 
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実例 1：アラウカニア州のケース  

アラウカニア州 SERCOTEC は州政府と協力し、本プロジェクトで得られた知見を最大限

に活用し、経済振興を進めている。これにより、公的・民間セクターに資する行政サービス

が継続的に実施されると推察される。 

 

実例 2 サン･アントニオ県のケース（OVOP） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実例 2：サン･アントニオ県のケース（OVOP） 

OPDP が各市政府の開発プロジェクトと OVOP を結びつけることで、行政効果の向上を図

る仕組みである。同時に、サン･アントニオ県庁政府が OPDP に対して側面的支援を行って

いる。  

 

実例 3 チロエ県のケース（魅惑インキュベーター計画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実例 3：チロエ県のケース（魅惑インキュベーター計画） 

アンクー市政府のリーダーシップのもと、アンクー市とケムチ市の官民両セクターが協力

を行うことで行政効果向上を図る仕組みである。 

  

(2) 指標２：地域、州、自治体の中小零細企業への企業サポートが増加する。 

プロジェクト実施により、パイロット地域では中小零細企業への支援活動が行われた。既

出のとおり、サン･アントニオ県エル・タボ市の中小零細企業は自ら補助金申請手続きを行う

エル・メンブリージョ

地区開発 

サン･アントニオ市 

開発 

エル・トトラル 

地区開発 

その他地区 

の開発 

OPDP 

         県庁政府 

アンクー市 

政府 

アンクー民間 

セクター 

ケムチ市 

政府 

ケムチ 

民間セクター 



－15－ 

ようになり、SERCOTEC は 2009 年以降に補助金申請の認可を拡大し、実際に支給している

（表－10 参照）。これは中小零細企業への支援サービスの実例である。 

 

(3) 指標３：地域、州、自治体組織により管理される公的・民間投資が増加する。 

パイロット地域における公的・民間投資は増加の傾向にある。既出のとおり、サン･アン

トニオ県エル・タボ市では、地元企業が公的機関に補助金を申請する前に同市がさまざまな

技術的助言を行っている。この支援により中小零細企業は新規事業のための計画立案能力を

向上させ、その結果 SERCOTEC や社会投資基金（Social Investment Fund：FOSIS）からの補

助金支給額が増大した。同市においてこれらの財政的支援が増えれば、地元企業もさらに投

資を促進できると考えられる。以下表－10 はエル・タボ市における SERCOTEC 及び FOSIS

から中小零細企業への補助金支給額（2009 年）である。 

 

表－10 エル・タボ市零細企業の補助金受け取り金額（2009 年） 

（単位：チリ・ペソ） 

補助金供給機関 
地元零細企業が受け取った 

補助金総額 

SERCOTEC ＄30,285,000 

FOSIS ＄3,471,684 

合計 ＄33,756,684 

  

2008 年は地元企業に支給された補助金は皆無であったが、表－10 のとおり、補助金支給

額は大幅に増加した。（一般論として）補助金支給額が増えれば民間投資も増えると考えられ

るところ、エル・タボ市を含むパイロット地域は今後も民間投資を増加させると考えられて

いる。 

 

３－５ 実施プロセス 

３－５－１ C/P 機関 

本プロジェクトの C/P 機関である SUBDERE は国内の地域開発行政を担っており、地方政府

向けの予算確保や技術支援の提供、地方分権化の推進及び右組織の監督を組織の業務としてい

る。また、SUBDERE 管理下の各県 OPDP は本邦研修参加者の活動のフォローアップやモニタ

リングを担当しており、パイロット活動の実施を担う核となる組織である。SUBDERE は各パ

イロット地域に担当者を配置し、県 OPDP と連携してプロジェクト活動に積極的に取り組んで

おり、プロジェクト C/P 機関として適切であった。 

プロジェクト実施中に、SUBDERE の次官が 4 度交代し、部局長クラス・専門職スタッフも

幾度か異動となったが、プロジェクトチームが強いオーナーシップとイニシアティブのもとプ

ロジェクト活動の運営・管理を担った結果、人事交代の影響を大きく受けることはなかった。 

 

３－５－２ プロジェクトの実施プロセス 

図－１は本プロジェクトの実施プロセスである。プロセス自体、地域経済振興における体系
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化枠組みの構築に焦点を当てている。図－１のとおり、プロジェクトは各行政機関にて発現す

る効果等を考慮して、行政枠組みを強化させることをめざしている。複数の行政組織が全体と

しての行政品質を高めるためには、一体性及び相互補完性を高めることが重要であると考えら

れており、SUBDERE は、州、県、市の行政施策における調和性を高めることで、相乗効果の

発現を図ることが重要であると認識している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 実施プロセス（行政枠組み） 

 

３－５－３ PDM と PO に基づいたプロジェクト管理 

プロジェクトは、PDM 及び PO に基づいて適切に管理され、PDM 及び PO の考え方は日本側

とチリ側で共有されている。 

PDM は初版（Version 0.0）が 2007 年 10 月に作成されてから 2 度改訂されているが、改訂さ

れる度に、指標を具体的にするなど適切に改定が行われてきた。 

最新版である Version3.0 は 2009 年 8 月に作成され、パイロット地域がひとつ追加（アラウカ

ニア州）となっている。アラウカニア州がパイロット地域に加わった理由としては、同州から

本邦研修に参加した研修生が帰国後に日本の知見や経験を基に積極的な活動を展開し、本プロ

ジェクトとの調整を進めていたこと、また州知事が積極的に活動を支援しており、本プロジェ

クトへの参加を要望したことによる。 

 

３－５－４ 日本側とチリ側におけるコミュニケーション 

 プロジェクト実施中に日本側・チリ側の間にコミュニケーションの問題はなかったことが双

方により確認された。特に長期専門家と SUBDERE とのコミュニケーションは非常に密接であ

り、活動が効率的に行われた。毎年実施される本邦研修参加予定者については長期専門家のア

ドバイスのもと、プロジェクトの目的と合致した人物を SUBDERE が選定している。また、長

期専門家はプロジェクト活動期間を通して毎週 100 名以上のプロジェクト関係者にプロジェク

SUBDERE 本庁施策 

州・県行政 

市政府 

コミュニティ活動 
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ト活動や本邦研修に関連する週報をメール配信している。この週報ではプロジェクト関連知識

の紹介（本邦研修の内容紹介、日本の行政制度紹介等の関連事項の紹介）やプロジェクト活動

の紹介（パイロット地域における取り組み事例の紹介等）が主である。この週報は、特にプロ

ジェクト開始当初におけるチリ側の本プロジェクト活動への関心を高めることや専門家の活

動内容についての理解を広く関係者に広め共通認識をもつこと、また本邦研修とチリにて開催

される現地研修の内容を結びつけることに大きく貢献した。これらから、日本側・チリ側双方

のコミュニケーションレベルは高いと考えられる。 

 

３－５－５ 中央と地方レベルにおけるコミュニケーション 

SUBDERE 本庁とパイロット地域とのコミュニケーションにも問題は見受けられなかった。

SUBDERE は各パイロット地域の担当職員を任命しており、職員は現地研修が開催される際に

は各地域を訪問し、当該活動のモニタリングを実施している。また、SUBDERE に所属の長期

専門家が現地研修のファシリテーターとなり現地研修参加者の活動をフォローすると同時に

SUBDERE に密に情報共有を実施している。 

 

３－５－６ ナレッジ・コミュニティの連携 

  日本人専門家の助言を基に SUBDERE 及びパイロット地域 OPDP の支援もあり、各県におい

て帰国研修員を中心に習得した知識・知見を基に実際の地域活動に展開させるためのナレッ

ジ・コミュニティが設立されている。ナレッジ・コミュニティは本邦研修帰国研修員及び現地

研修参加者が中心となって運営しており、地域振興に関わるさまざまな組織からの参加者によ

り自主的に会議を定期的に開催し、地域振興のためのさまざまな取り組みを実施する際のタス

クフォースの位置づけとなっている。当コミュニティの目的は、本プロジェクトの知見・経験

の共有化、州、県レベルでのさまざまな活動の実施であり、例として以下のような取り組みを

行っている。 

 

① サン･アントニオ県の 5S 運動及び OVOP 

② チロエ県の魅惑インキュベーター計画 

③ アラウカニア州職員・市職員向けの研修 

 

 ナレッジ・コミュニティは本邦研修参加者が習得した知見や経験を地域コミュニティ関係者

に広め、現地研修の中心的存在となり得る機能を有している。サン･アントニオ県においては、

ナレッジ・コミュニティを中心に 5S の考え方が同県の人々に広まり、現地研修に参加する人

の数も増加している。アラウカニア州においては、ナレッジ・コミュニティが日本の知見や経

験を活用し、州政府職員等に対しての研修実施の中心的な組織になりつつある。これらナレッ

ジ・コミュニティの活動及び機能は本プロジェクトの成果発現に大きく貢献している。 
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第４章 評価 5 項目に基づいた評価結果 
 

４－１ 妥当性 

本プロジェクト開始時において、チリ政府は地域格差の是正を主要開発課題と定め、各地域の

経済・社会の現状に即した地方分権型の地場産業の育成を通じた経済・生産活動の活性化をめざ

しており、開発が遅れており貧困率が高い 3 県（サン・アントニオ県、チロエ県、アラウコ県）

に SUBDERE 管理下の組織として県 OPDP を開設し、地方開発に対処した。これらチリ政府の政

策・施策は地域経済振興に係る行政枠組みの強化をめざす本プロジェクトの内容に一致している

といえる。 

本プロジェクトは人材育成や現地研修の活動を通じて、地域経済開発に関連した行政枠組みの

強化を図っている。パイロット地域のサン･アントニオ県では、県 OPDP が県下複数の行政機関

及び民間企業との調整業務を進めることによる地域経済開発を進めている。また、チロエ県の

OPDP は雇用増大に焦点を当てたさまざまな活動が展開されており、県の戦略及び本プロジェク

トの目標の間にも整合性があると判断できる。 

また、「わが国の経験と知見の活用」が日本の ODA 大綱の基本政策として定められているが、

本プロジェクトは対チリ援助重点分野である「社会的格差の是正」と高い整合性を示している。 

 

以上より、本プロジェクトの実施はチリの政策、ニーズ、日本の援助政策と十分に合致してお

り、妥当性は高い。 

 

４－２ 有効性 

(1) 知見や経験の共有 

本邦研修は本プロジェクトの主要なコンポーネントであり、行政職員及び民間セクターの

スタッフが日本の知識や実践的な経験を習得する機会でもあった。本邦研修参加者は日本の

実用的な知識・経験を集積させて帰国後チリでナレッジ・コミュニティを形成し、所属組織

やパイロット地域のコミュニティで広く普及活動を進め、コミュニティ構成員間で知識や経

験に係る情報を共有している。 

ナレッジ・コミュニティの活動をとおして、政府系職員と民間セクターのスタッフは地域

経済振興に関する知見や経験をお互い共有し、連携して活動を行っている。表－11 は市政府

及び OPDP をはじめとする公的機関の参加による実際の活動実績であるが、ナレッジ・コミ

ュニティの活性化や強化が本プロジェクトの成果の発現要因となっていると考えられる。 

 

表－11  ナレッジ・コミュニティ及び政府系機関の参加 

No. パイロット地域 
ナレッジ・コミュニティ及び 

政府系機関の参加 

1 サン･アントニオ県 OPDP の主導による 5S 及び OVOP 

2 チロエ県 
複数市参加による魅惑インキュベーター計

画（アンクー市、ケムチ市） 

3 アラウカニア州 

州職員・市職員を対象とする研修（2011 年開

始）（アラウカニア州政府の支援により

SERCOTEC が主催） 
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一方、アラウコ県に関しては、2010 年 2 月に発生した地震の影響や独自の特別計画による

多大な公共投資の調整に追われていたこともあり、ナレッジ・コミュニティは形成されてい

ない。現在アラウコ県においては帰国研修員による個々の活動が展開されているものの、活

動の広がりは他県に比較し限定的である。SUBDERE 本庁が同県の OPDP に対して本プロジ

ェクトの取り組みに関する説明が不十分であったことも、ナレッジ・コミュニティの形成に

制約が生じてしまった要因と考えらえる。現在、アラウコ県の OPDP は OVOP の取り組みを

検討しているところだが、プロジェクトの効果を引き出すためにさらなる対処が施される必

要がある。 

 

(2) パイロット地域における現地研修 

合計 12 回の現地研修には当初計画 100 名を大幅に上回る約 400 名が参加した。参加者は

主に OPDP 職員、県、市政府の職員、SERCOTEC スタッフ等であり、民間セクター・生産者

グループからも参加があった。現地研修参加者が増えたことは、プロジェクトの認知度を高

め、共同でプロジェクト活動に取り組む人数が増えることによりパイロット地域における成

果発現に貢献している。 

 

(3) 政府系職員向けのマニュアルの活用 

SUBDERE は州・県・市町村政府の職員向けにマニュアル「地域経済開発」を作成した。

本マニュアルは民間セクターのスタッフ向けとしても有用な内容となっており、5S 運動やカ

イゼンの考え方が紹介される等多くの職員に知見を提供している。SUBDERE によると、本

マニュアルは、プロジェクト終了後も SUBDERE 庁内及び他の地方行政機関でも使用される

予定となっている。 

 

(4) 阻害要因  

地震や政権交代のような阻害要因はあったもののプロジェクトチームが SUBDERE とパイ

ロット地域間の調整や広報活動等さまざまな活動をとおして重要な役割を果たした結果、活

動内容が大きく影響を受けることはなかった。SUBDERE は本プロジェクト開始当初本プロ

ジェクトがめざすような地域の実情に即した地域開発を進める経験を有していなかったが、

長期専門家の助言・支援等により地域コミュニティの視点を取り入れつつ地域開発を進めて

いく重要性について、プロジェクトの進捗に伴い認識・理解を深めていった。 

 

  以上より、本プロジェクトの実施によりおおむね計画どおりの効果発現が見られ、有効性

は高いと判断できる。 

  

４－３ 効率性 

(1) 日本側の人的投入 

本プロジェクトでは 2008 年 8 月より長期専門家 1 名が派遣されているが、C/P 機関である

SUBDERE と良好な関係を構築し、SUBDERE 及びパイロット州・県での活動に従事した。

また、3-5-4 に記載のとおり、専門家が毎週送付する日本の知識・手法・事例を紹介するレポ

ートはチリ側とのコミュニケーションを円滑に進め、関係者のプロジェクト活動への理解・
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参加を促進する重要なツールとなっている。本邦研修には当専門家はチリ人 C/P とともに一

部プログラムに参加し、研修員の習得事項やアクションプランの把握、帰国後のアクション

プラン適用可能性について適切に助言・アドバイスを行った。このプロセスにより、研修員

ニーズや知識レベル、本邦研修における習得事項を適切に把握し、チリでの現地活動や現地

研修の開催に大いに役立てることができた。以上から、長期専門家は本プロジェクトの全体

運営や関係者との調整に関して効率的な活動を行っていると判断できる。 

 

(2) チリ側の人的投入 

SUBDERE は本プロジェクトの C/P として職員 11 名を配置した。スタッフは SUBDERE 内

の各部署から集められ、プロジェクトチームを形成し、プロジェクト活動の実施・運営に携

わった。SUBDERE によると、各県のパイロット活動の進捗状況や現地研修状況を確認する

ためにもこのスタッフ人員の数は適正であり、各地域の担当職員を任命することによりプロ

ジェクトチームは効率的に機能したと考えられる。 

 

(3) 本邦研修 

本邦研修参加者へのインタビューにより、日本の地場産業振興の手法・概念（カイゼンや

5S 運動を含む）を本邦研修で学び、中央省庁・県・市・生産者グループが組織をまたいで各

県で共通するアクションプランを協議しながら作成を行ったことにより、現地における活動

を進めるうえで組織間の連携を強化し、現地における活動を効率的に進めることができたこ

とが確認された。また、プロジェクトチームは行政職員を対象とするテーマに絞ったコース

の開講を提案するなど、帰国研修員の意見も取り入れ、本邦研修のコースカリキュラムに積

極的に提言を行った。長期専門家は本邦研修実施前には、各研修員のニーズや現地における

活動状況等を整理し日本側に報告するなど、研修実施機関との調整を十分に行った。この結

果、プロジェクトの現地状況やニーズ、研修参加者の要望・背景を考慮した研修が実施され

たといえ、本邦研修はパイロット地域における地域開発や行政組織の業務改善のために効率

的に実施されたといえる。 

 

以上より、日本側・チリ側はプロジェクトの成果の発現に十分寄与した活動を行っており、

効率性は高いと判断される。 

 

４－４ インパクト 

(1) 低所得地域における零細企業向けの活動及びイノベーション支援、そのインパクト 

パイロット地域において、現地研修やナレッジ・コミュニティにより本プロジェクトの活

動が広がった結果、市政府など公的機関からの中小零細企業への支援も増加している。例え

ば、2009 年本邦研修（APU 2009）帰国研修員の 1 人でラウターロ市の地域開発プログラム

（Programa de Desarrollo Local：PRODESAL）担当者は、研修時に作成した先住民系農家が栽

培する農産物の価格を安定させることを目的としたアクションプランを帰国後に実行し、農

産物の販売ルートを確保することで農業生産連鎖を強化させた。2010 年 7 月には 35 軒の先

住民系農家による「アムレイ農民組合」が結成され、同組合員農家はラズベリーの栽培を開

始したが、35 軒の農家のうち、15 軒が FOSIS の補助金によって簡易灌漑施設を設置するこ
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とができ、2 軒が SERCOTEC の補助金により小規模灌漑施設を導入している。また、

PRODESAL の調整により、ラウターロ市が保有する掘削機が貸し出され、地下水利用も進め

られている。この事例より、行政サービスや FOSIS 等のサービス・支援が強化されているこ

と、またその支援により、零細企業や農家にも波及効果が出ているといえる。 

 

(2) パイロット地域以外の州・県へのインパクト 

本プロジェクトの経験をもとに、他の州・県において現地研修を行う予定であることが

SUBDERE により確認された。チリにおいては、市政府からの研修開催ニーズ、特に地域振

興に係る研修ニーズが比較的高く、SUBDERE はそれら他県からのニーズにも応ずるべく現

在準備を行っている。SUBDERE は本プロジェクトで作成された業務マニュアルを当該新規

研修の中で活用する方針を模索しており、研修が実施された際にはマニュアルで事例として

紹介されている 5S やカイゼンの知見・経験やパイロット活動の経験が広くチリ内に展開さ

れることが期待される。 

 

(3) 本邦研修参加者によるインパクト 

ナレッジ・コミュニティをとおして、帰国研修員の活動は広がりをみせており、各パイロ

ット地域が徐々に結びつきを強めている。サン･アントニオ県のナレッジ・コミュニティは

5S 運動やカイゼンの概念を導入しているチロエ県の観光開発の取り組みを研究するために

視察旅行を計画しており、サン･アントニオ県のナレッジ・コミュニティの複数のメンバーが

チロエ県のメンバーと協議を行い、お互いのアイデアや経験の共有を図っている。このよう

な研修参加者同士の知見や経験の交換によりプロジェクト活動の相乗効果が得られている。 

 

(4) 負のインパクト 

本プロジェクトに関する負のインパクトは確認されなかった。  

 

４－５ 自立発展性 

(1) 行政枠組みの強化に係る自立発展性 

パイロット活動を通じて行政枠組は強化されており、現在 SUBDERE の行政枠組み強化に

関する将来計画・実施プログラムの準備が行われている。「カイゼンの導入による州政府の質

向上プログラム」がチリ全土でまもなく実施される予定である。また、市町村政府の行政枠

組み強化に関しては、「市町村の行政能力向上プログラム」が、国内 345 市町村政府に対して

実施される予定である。これら研修プログラムにはカイゼンや 5S 運動の知見・パイロット

活動の経験が取り入れられる予定となっており、今後も同国の政府系組織の行政枠組みの強

化は継続されると考えられる。 

 

(2) SUBDERE 及び OPDP の運営実施体制 

SUBDERE は本プロジェクトの効果の継続性を維持するために十分な予算を確保すること

が重要と考えており、上述(1)の計画及びプログラムを実施するために、本プロジェクトで得

られた知見や経験が州政府に移転されるよう、OPDP に対して必要な予算支出を検討してい

る。加えて、本プロジェクト終了後もその効果を持続させるために必要な担当職員を継続し
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て配置することやプロジェクトチームの継続的な活動が重要と認識されている。 

 

(3) パイロット地域で得られた教訓及びマニュアルの他地域での活用 

パイロット地域で得られた教訓及びマニュアルは今後も活用される見込みである。アラウ

カニア州の OPDP は同州政府と共同して、新しい研修コースを 2011 年に開講する予定であ

り、この研修コースでは、プロジェクトチームや本邦研修参加者の知見や経験が基となって

いる業務マニュアルがコース教材や実例集として使用される予定である。今後もパイロット

地域で得られた教訓及びマニュアルは他地域でも継続して活用されることが期待できる。 

 

以上から、本プロジェクトの自立発展性は高いと考えられる。 
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第５章 結論と提言、教訓 
 

５－１ 結 論 

本プロジェクトは開発政策やニーズと整合性があることに加え、人材能力開発の実現など当初

期待された成果が発現している。また、パイロット地域において行政職員等が習得した知識・経

験を基に、新たな研修コースが既に計画段階にある。実施機関である SUBDERE もそれら活動を

後押しし、今後も本プロジェクトの効果を広く普及することをめざしており、プロジェクト目標

はプロジェクト期間内に達成することが見込まれる。よって、本プロジェクトは当初予定どおり

2010 年 12 月に終了することとする。 

 

 

５－２ 提 言 

(1) SUBDERE は、可能な限り早く本プロジェクトに関連する活動をパイロット地域以外にお

いて展開することが望ましい。プロジェクトの効果が出ている間に他地域に広めることによ

り、相乗効果が生まれやすくなり、地方行政全体の活性化への貢献も大きいと考えられる。 

 

(2) SUBDERE とパイロット 4 地域の活動が、プロジェクト終了後も一貫した活動となるよう

にするための方策（例：パイロット活動のモニタリングの実施等）を準備・対処することが

望ましい。 

 

(3) SUBDERE は、アラウコ県の帰国研修員の個別の活動を県全体の活動として体系的に結び

つけ、ナレッジ・コミュニティを設立することが望ましい。SUBDERE はプロジェクトの効

果が持続するためにもアラウコ県の活動の自立発展性を支援する必要がある。 

 

(4) SUBDERE は、継続してパイロット地域における活動のモニタリングを行うための人員を

確保し、必要に応じて業務マニュアルを改訂することが望ましい。 

 

５－３ 教 訓 

(1) OVOP や 5S 運動等の地域活動を推進していくためにはその地域のリーダーによる強いリ

ーダーシップが必要となる。チロエ県アンクー市の事例のように、その地域における行政側

リーダーと民間側リーダー双方を見つけ出し、両者を結びつけることが行政効果向上につな

がっている。プロジェクト活動に地域リーダーを巻き込むことにより、さまざまな公的機関

や地域住民のプロジェクト活動への参加が活性化され、プロジェクト活動の効果が広く普及

される。プロジェクト活動を実施する際には、各地域のリーダーの存在を確認し、育成する

ことが重要である。 

 

(2) 本邦研修員の選定5はのちのちの地域の裨益効果を考えて慎重に行う必要がある。帰国後の

                                                        
5 プロジェクト 2 年目以降の本邦研修員の選定及び帰国後のフォローは以下のプロセスにより実施されている。①2009 年度本

邦研修員選定に先立ち、現地研修をパイロット地域 4 カ所で実施し、現地研修参加者約 100 名全員がアクションプラン（案）

を作成。本邦研修員はこの 100 名のアクションプラン（案）の中で、プロジェクト目標との整合性、実現可能性等の観点か

ら有望と思われるものを抽出することを通じて、長期専門家及び SUBDERE により選出された。②選出された本邦研修員候
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活動を見据えて、a) 本邦研修参加前に彼らの目的意識を明確にさせること、b) 帰国後本邦

研修で身につけた知識・経験を生かすアクションプラン（案）を事前に準備すること（研修

員個人のアクションプランではなく組織的なコミットメントを取ること）等が研修員の帰国

後の活動を明確にし、研修成果を高めるためには重要である。研修員の選定と彼らの帰国後

の活動内容の一貫性を強化することにより、本邦研修が効果的なプロジェクトの投入要素と

なり、活動の持続性が強化される。 

 

(3) いったん自国や職場を離れる本邦研修に参加することにより、研修員は自身の職場や自国

の地域資源やコミュニティを再認識していることが帰国研修員のインタビューにより確認

された。「自分の地域や資源を見つめなおす」視点は地域開発の際に重要であり、本邦研修

のカリキュラムやコース内容にはできるだけ日本の事例と比較して自国の地域を見つめる

ワークショップ等の導入を研修テーマとリンクさせて実施することが望ましい。この取り組

みにより、本邦研修で学んだことを自国で適用する等、研修の効果を帰国後も持続させるこ

とができる。 

 

(4) 本プロジェクトの事例のように帰国研修員が日本で得た知識や経験をナレッジ・コミュニ

ティに集約させることは重要である。研修員が本邦研修で学んだ内容を自身の職場のみで活

用するのではなく、いったんナレッジ・コミュニティにそれらを集約し、コミュニティがイ

ニシアティブをとってその地域の実情に合わせて（柔軟に）適応させることが望ましい。こ

のようなコミュニティによる集団活動は、帰国研修員の個別活動に比較しプロジェクトの自

立発展性の強化につながると考えられる。 

 

(5) ナレッジ・コミュニティのような集団活動を構成する際には、多様なアクターの活動参加

促進のためにさまざまなインセンティブを考慮し、用意することが重要である。また、ナレ

ッジ・コミュニティ参加者にモチベーション向上を促すようなスローガンも重要である。「カ

イゼン」（チリでは「Litoral de los Poetas」）「OVOP」等のように、ナレッジ・コミュニティの

機能強化を進めるには関係者が共有するスローガン6を用いることは有益である。 

 

(6) 本邦研修の内容と現地活動の整合性を高めるためには、研修員選定プロセスへの専門家の

積極的な関与、本邦研修への専門家の一部参加（アクションプラン作成・実施の際に日本と

チリのギャップを緩和させるための適切なアドバイスやファシリテーション、コースリーダ

ーとの情報共有等のため）、本邦研修に関連した内容等について週報等によりプロジェクト

関係者に広く伝える手法等が効果的である。 

 
                                                                                                                                                                                   
補者は地域ごとに集められ、帰国後の活動方針について議論すると同時に研修員所属機関長（市長など）には、帰国後研修

員が作成したアクションプランを組織的に取り組んでいく旨の書簡を本邦研修参加前に提出してもらうよう依頼。③2009 年

度研修員の帰国後は、各帰国研修員のアクションプランと合致する形で、パイロット地域ごとのプロジェクト現地活動計画

を作成し、同計画にのっとってプロジェクト活動を展開。④2010 年度の本邦研修員は、若干の例外を除き、上述のプロジェ

クト現地活動計画の参加してきた者の中から選定。これら一連の流れにより、本邦研修参加者のアクションプランについて

は事前から事後まで一貫してプロジェクトチームで把握・管理し、プロジェクト目標やプロジェクト活動と整合性を保って

いる。 
6 本プロジェクトにおけるパイロット活動で使用されたスローガンの事例としては、「一村一品運動」「5S 運動」「産業開発行

政のカイゼン」「魅惑インキュベーター計画」等がある。 
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(7) チリのように行政制度や組織内の指揮命令体系が既に確立されている国における技術協

力では、日本人専門家のイニシアティブによる技術指導や新たな制度づくりではなく、相手

側の主体性やオーナシップを尊重しながら、パイロットプロジェクト等を試行錯誤のなか協

力して実施する過程や、その結果から得られる学び・知見を活用して既存の制度を強化して

いく方法が望ましい。その結果、プロジェクト終了後の自立発展性も必然的に高くなると考

えられる。 
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第６章 調査団所見（団長所感） 
 

今回の終了時評価においては、チリ側も評価チームを形成し、視察等にも積極的に同行した。

ミニッツ及び合同評価レポート署名日にはチリ側からもプロジェクトの成果及び自立発展性につ

いて発表が行われ、その後チリ側評価チーム、JICA 側評価チームよりそれぞれがプロジェクトの

成果達成状況について説明を行う等チリ側の大きな関心と積極的な関与のもと終了時評価を実施

することができた。終了時評価の実施により関係者間でプロジェクトの課題及び今後の提言を共

有することができ、自立発展性につながる今後の SUBDERE の活動についてコミットメントを取

りつけることができた点においても非常に有意義であったと思料する。 

SUBDERE 局長からは、本プロジェクトは SUBDERE にとって 1 つのブレイクスルーであった

とのコメントがなされた。チリでは中央集権的な地方行政が行われており、今まで職員が地方等

の現場に行き、現状を把握する機会が少なかった。このためプロジェクト開始当初は混乱した局

面も見受けられたが、SUBDERE 局長からは「プロジェクト活動をとおして現場のニーズや状況

を確認したうえで地域開発を行うこと、グローバルなインパクトのある開発を行うためにはロー

カルのインパクトを少しずつ積み重ねていくことの重要性について学び、SUBDERE としてのビ

ジョンが変わり、非常に良い経験であった」との発言もなされた。この局長の発言は、まさに本

プロジェクトがめざしてきた各地域の現状に合った地方行政機能の強化につながるものであり、

中央集権的なチリの行政に本プロジェクトは一定のインパクトを与えることができたのではない

かと思料する。また次官からはこのプロジェクトで得た成果・教訓を SUBDERE の政策・施策に

反映していくとの発言もあり、プロジェクト終了後の SUBDERE の積極的な活動取り組みやプロ

ジェクトの自立発展性について期待することができる。 

本プロジェクトの成果品であるテキスト・マニュアル類は本プロジェクトをモデルとして形成

された案件を実施しているグアテマラ駐在員事務所や国別研修を主要な投入要素として一村一品

運動を展開しているコロンビア支所等関連諸国に既に送付済みであり、今後他国での活用が期待

される。また、終了時評価で得られた教訓等については類似案件を実施している各国に対して今

後も情報共有を促進していく予定である。 

事前評価調査時においては、プロジェクト対象地域に 3 つの地域を含めることについての議論

があったものの、各地域特性を尊重した多くの活動を通じて得た成功事例や失敗事例の経験・教

訓自体がプロジェクト目標達成のための大変重要な要素であったと考察される。 

プロジェクトは 2010 年 12 月に終了となるが、プロジェクト終了後には、他スキームと効果的

な連携を強化していくことが望ましい。今後 11 月に「中小企業育成コンサルタント能力開発・標

準化」プロジェクトで開催予定のワークショップには SUBDERE 市町村研修担当職員が参加する

予定となっている。また、青年海外協力隊員、シニア・ボランティアとの連携に関しては、プロ

ジェクトサイトであるアラウカニア州にシニア・ボランティアが現在 2 名派遣されており活動を

行っている。更に 2011 年１月にはチロエ県に青年海外協力隊が１名派遣される予定となっており、

これまでプロジェクトで実施してきた取り組みのフォローアップにより、各パイロットプロジェ

クトの活動の自立発展性の強化と同時に、ボランティアの円滑な活動実施につながり、各スキー

ム間における相乗効果が期待できる。 
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